（別紙７－１）

交付金精算額調書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	総事業費
	交付対象

経費
	基準額
	交付金

所要額
	仕入に係る

消費税等

相当額
	要交付金

所要額
	交付金

交付済額
	差引

過不足額
	

	
	(A)
	(B)
	(C)
	(D)
	(E)=

(C)-(D)
	(F)
	(G)=

(E)-(F)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


支出済額明細書

	支出科目
	支出済額
	積算内訳

	
	
	

	合計
	
	


注１　「総事業費」欄には当該年度事業に要する交付金事業、関連事業の全ての経費を記載すること。

２　「交付対象経費」欄には本交付金の実支出額を記載すること。

３　「交付金所要額」欄には「交付対象経費」と「基準額」を比較して、いずれか少ない方の額を記載すること。
４　「仕入に係る消費税等相当額」欄には、当該交付金に係る消費税等相当額が明らかな場合については、その額を記入すること。また、当該消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、明らかでない場合には「未確定」と記載すること。

５　「交付金交付済額」欄には既に交付を受けた交付金の額を記載すること。

６　積算内訳は可能な限り詳細に記載することとし、１ページで記載できない場合は、適宜記載欄を増やして記載すること。
（別紙７－２）

交付金受入状況調書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　
	区分
	交付金
	受入年月日

	受入額
	円
	平成　　年　　月　　日

	受入予定額
	円
	－

	合計
	円
	－


（別紙７－３）

事業実施報告調書
	モデル
事業名
	
	協議会名
	

	担当課名：
	担当者名：
	連絡先：

	事業の

要旨
	

	事業内容
	目的
	

	
	内容
	

	
	成果又は進捗状況
	

	
	今後の展望・対応方法等
	



